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○都道府県知事は、介

護保険施設等につい

て、必要定員総数を

超える場合に、指定

等をしないことがで

きる。

○ 区域（老人福祉圏域）の設定

○ 市町村の計画を踏まえて、介護サービス量の見込み（区域毎）

○ 各年度における必要定員総数（区域毎）
※介護保険施設、介護専用型特定施設入居者生活介護、地域密着型特定

施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
※混合型特定施設に係る必要定員総数を設定することもできる（任意）

○ その他の事項

○保険料の設定

○市町村長は、地域密
着型の施設等につい
て、必要定員総数を
超える場合に、指定
をしないことができ
る。

○ 区域（日常生活圏域）の設定

○ 各年度における種類ごとの介護サービス量の見込み（区域毎）

○ 各年度における必要定員総数（区域毎）
※認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

○ 各年度における地域支援事業の量の見込み

○ その他の事項

○ 介護保険法第１１６条第１項に基づき、国が介護保険事業に係る保険給
付の円滑な実施を確保するための基本指針を定める

国の基本指針(法第116条、平成27年厚生労働省告示第70号）

基盤整備

市町村介護保険事業計画(法第117条) 

都道府県介護保険事業支援計画(法第118条)

保険給付の円滑な実施のため、３年間を１期とする介護保険事業（支援）計画を策定している。

保険料の設定等

介護保険事業(支援)計画について
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市町村・都道府県の指定拒否権限（施設・居住系サービス関係）
市町村及び都道府県は、市町村介護保険事業計画、都道府県介護保険事業支援計画の達成の観点から、指定
権限を有する施設・居住系サービスについて、指定等の拒否を行う権限を有している。

市町村

指定申請があった場合に、以下の（１）・（２）のいずれかに該当す
る場合は、市町村長は、グループホーム、地域密着型特定施設又
は地域密着型特養の指定を拒否できる。

（１） グループホーム、地域密着型特定施設又は地域密
着型特養が、既に以下の状態になっているか、又は、
当該事業者の指定により以下の状態となるとき。

①市町村におけるサービス量の観点

②日常生活圏域におけるサービス量の観点

（２）その他、市町村介護保険事業計画の達成に支障を
生じるおそれがあると認めるとき。

≧
市町村における
当該サービスの
利用定員の総数

市町村介護保険事業計画におい
て定める、市町村における当該
サービスの必要利用定員の総数

≧

日常生活圏域
における当該
サービスの利
用定員の総数

市町村介護保険事業計画に
おいて定める、日常生活圏域
における当該サービスの必要
利用定員の総数

指定申請があった場合に、以下の（１）・（２）のいず
れかに該当する場合は、都道府県知事は、特養、老
健施設、介護療養型医療施設、介護専用型特定施
設又は混合型特定施設の指定・許可を拒否できる。

（１） 特養、老健施設、介護療養型医療施設、介護
専用型特定施設又は混合型特定施設が、既に以
下の状態になっているか、又は、当該事業者の
指定により以下の状態となるとき。

（２） その他、都道府県介護保険事業支援計画（特
養の場合は、都道府県老人福祉計画）の達成に
支障を生じるおそれがあると認めるとき。

都道府県が
定める区域
における当
該サービス
の入所（利
用）定員の
総数

都道府県介護保険事業
支援計画（特養の場合は
都道府県老人福祉計画）
において定める、都道府
県が定める区域における
当該サービスの必要入所
（利用）定員の総数

都道府県

≧

（注）地域主権戦略大綱（平成22年６月22日閣議決定）においては、指定居宅サービス事業者等の指定等の権限が、都道府県から政令指定都市・中核市に移譲されることとされている。2



地域密着型サービスにおける公募制、市町村協議制

定期巡回・随時対応サービス、小規模多機能等の普及のためには、事業者が日常生活圏域内で一体的にサービスを提供し、移

動コストの縮減や圏域内での利用者の確実な確保を図ることが必要。

→ ① 市町村の判断により、公募を通じた選考によって、定期巡回・随時対応サービス等（在宅の地域密着型サービス）につい

ての事業者指定を行えるようにする。【公募制の導入】

② 定期巡回・随時対応サービス等の普及のために必要がある場合は、市町村が都道府県に協議をした上で、都道府県は

居宅サービスの指定をしないことを可能とする。【居宅サービス指定に当たっての市町村協議制の導入】

都
道
府
県
（
居
宅
サ
ー
ビ
ス
の
指
定
権
者
）

市
町
村

（
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
の
指
定
権
者
）

市町村との協議を踏まえて、指定をしないことが可能

日常生活圏域
短時間の定期巡回型訪問・

随時対応

定期巡回・随時対応
サービス事業者

短時間の定期巡回型訪問・随時対応

①公募制の導入（定期巡回・随時対応サービスの場合）

公募・選考を通じて
指定

②居宅サービス指定に当たっての市町村協議制の導入

訪問介護・通所介護事業者

定
期
巡
回
・
随
時
対
応
サ
ー
ビ
ス
等
の
普
及
の
た

め
に
必
要
な
場
合
は
、
都
道
府
県
に
よ
る
居
宅

サ
ー
ビ
ス
の
指
定
に
つ
い
て
、
市
町
村
は
協
議
を

求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
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市町村が指定・監督を行うサービス 都道府県・政令市・中核市が指定・監督を行うサービス

◎地域密着型サービス

○地域密着型通所介護（平成28年度～）

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護

○夜間対応型訪問介護

○認知症対応型通所介護

○小規模多機能型居宅介護

○認知症対応型共同生活介護

（グループホーム）

○地域密着型特定施設入居者生活介護

○地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護

○看護小規模多機能型居宅介護

◎施設サービス
○介護老人福祉施設
○介護老人保健施設
○介護療養型医療施設

◎居宅介護支援

【通所サービス】

【短期入所サービス】

○福祉用具貸与

○特定施設入居者生活介護
○特定福祉用具販売

◎居宅サービス

○訪問介護（ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ）

○訪問入浴介護

○訪問看護

○訪問リハビリテーション

○居宅療養管理指導

○通所介護（ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ）

○通所リハビリテーション

○短期入所生活介護（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）
○短期入所療養介護

介護給付のサービス種類ごとの供給量の調整の仕組みの有無

【訪問サービス】
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青字：公募制の対象
赤字：総量規制の対象
緑字：市町村協議制


